
経営者保証制度の変革と
企業再生税制

は
じ
め
に

「
保
証
人
と
な
れ
ば
破
滅
は

近
く
に
あ
り
」
古
代
ギ
リ
シ
ャ

の
哲
学
者
ダ
レ
ス
の
言
葉
で
あ

る
。
現
代
に
お
い
て
も
中
小
企

業
の
経
営
者
に
よ
る
個
人
保
証

は
融
資
慣
行
と
し
て
定
着
し
、

そ
の
約
9
割
に
及
ぶ
。
そ
し
て

個
人
保
証
に
よ
る
弊
害
と
し

て
、
中
小
企
業
の
創
業
・
成
長

・
発
展
や
円
滑
な
事
業
承
継
を

阻
害
し
て
い
る
な
ど
が
指
摘
さ

れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
弊
害
に

対
処
す
る
た
め
の
処
方
せ
ん
と

し
て
、
平
成
25
年
12
月
日
本
商

工
会
議
所
と
全
銀
協
に
よ
り

「
経
営
者
保
証
に
関
す
る
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
」（
以
下
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
と
い
う
。）が
策
定
さ
れ
、
翌

26
年
2
月
よ
り
そ
の
適
用
が
開

始
さ
れ
て
い
る
。

本
稿
で
は
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

の
概
要
と
保
証
人
で
あ
る
経
営

者
が
法
人
の
保
証
債
務
を
履
行

し
た
場
合
の
保
証
債
務
特
例（
所

法
64
②
）
適
用
時
の
留
意
点
、

保
証
債
務
と
相
続
税
に
お
け
る

債
務
控
除
と
の
関
係
に
つ
い
て

述
べ
て
み
た
い
。
ま
た
一
方
で

主
た
る
債
務
者
で
あ
る
法
人
の

企
業
再
生
税
制
の
最
近
の
税
制

改
正
に
つ
い
て
、
そ
の
概
要
を

整
理
し
て
み
る
こ
と
と
す
る
。

1
、
経
営
者
保
証
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策
定

⑴

経
営
者
保
証
に
依
存
し
な

い
融
資
の
増
進
（
入
口
論
）

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、
平
成
26

年
2
月
1
日
よ
り
そ
の
適
用
が

開
始
さ
れ
て
お
り
、
国
内
約
3

8
5
万
社
の
中
小
企
業
を
対
象

と
し
て
い
る
。
会
社
の
借
入
金

を
経
営
者
本
人
が
肩
代
わ
り
す

る
「
経
営
者
保
証
制
度
」
の
根

本
的
な
見
直
し
が
そ
の
柱
と
な

っ
て
い
る
。
例
え
ば
、
以
下
の

要
件
が
整
え
ば
、
経
営
者
保
証

を
提
供
し
な
い
で
資
金
調
達
を

す
る
こ
と
を
可
能
と
し
た
。
①

会
社
・
個
人
間
の
経
理
・
資
産

の
明
確
な
分
離
②
会
社
の
財
務

基
盤
の
向
上
③
適
切
な
情
報
開

示
（
経
営
の
透
明
性
）
が
求
め

ら
れ
て
い
る
。
ま
た
開
示
情
報

の
信
頼
性
の
向
上
を
確
保
す
る

観
点
か
ら
外
部
専
門
家
で
あ
る

税
理
士
等
に
よ
る
資
産
・
負
債

状
況
、
事
業
計
画
の
見
直
し
に

つ
い
て
の
検
証
が
必
要
と
さ
れ

て
い
る
。
企
業
が
金
融
機
関
か

ら
の
融
資
を
受
け
る
に
あ
た

り
、
財
務
担
当
者
は
も
と
よ
り

顧
問
税
理
士
も
こ
の
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の
内
容
を
熟
知
し
て
お
き

た
い
。

⑵

保
証
債
務
履
行
時
の
対
応

（
出
口
論
）

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
よ
れ
ば
、

業
績
の
悪
化
し
た
中
小
企
業
の

経
営
者
が
早
期
の
事
業
再
生
等

を
決
断
す
れ
ば
、
保
証
人
の
保

有
資
産
の
う
ち
生
活
費
と
し
て

一
定
程
度
の
現
金
や
「
華
美
で

な
い
自
宅
」
を
残
す
こ
と
を
認

め
て
い
る
。
例
え
ば
、
中
小
企

業
再
生
支
援
協
議
会
に
よ
る
再

生
支
援
ス
キ
ー
ム
を
利
用
し
て

策
定
さ
れ
た
再
生
計
画
に
全
金

融
機
関
が
同
意
し
て
会
社
の
債

務
及
び
会
社
の
経
営
者
で
保
証

人
で
あ
る
個
人
の
保
証
債
務
の

免
除
を
一
体
的
に
行
っ
た
場
合

に
は
、
金
融
機
関
に
お
け
る
寄

付
金
課
税
（
法
人
税
法
37
条
）

並
び
に
保
証
債
務
者
（
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
で
示
さ
れ
て
い
る
一
定

の
財
産
が
残
っ
て
い
る
場
合
も

含
む
）
に
お
け
る
債
務
免
除
益

課
税
（
所
得
税
法
36
条
）
は
い

ず
れ
も
生
じ
な
い
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
（「
経
営
者
保
証
に
準

ず
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
に
基
づ

く
保
証
債
務
の
整
理
に
係
る
課

税
関
係
の
整
理
よ
り
）。

2
、
保
証
債
務
の
特
例
適
用
時
の
留
意
点

法
人
の
経
営
が
行
き
詰
ま
っ

た
た
め
、
法
人
の
代
表
者
が
そ

の
法
人
の
債
務
に
係
る
保
証
債

務
を
履
行
す
る
た
め
個
人
保
有

資
産
を
譲
渡
し
た
場
合
の
所
得

に
つ
い
て
、
求
償
権
の
行
使
が

不
能
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
そ

の
譲
渡
に
よ
る
所
得
は
な
か
っ

た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
（
所
法

64
②
）。
本
特
例
の
適
用
の
際

の
求
償
権
の
行
使
の
能
否
の
判

断
に
お
い
て
実
態
と
し
て
法
人

が
以
下
の
状
況
に
該
当
す
る
場

合
に
は
、
必
ず
し
も
法
人
が
解

散
し
て
い
な
く
て
も
そ
の
適
用

が
あ
る
こ
と
に
留
意
す
る
。

⑴

そ
の
代
表
者
等
の
求
償
権

は
他
の
債
権
者
の
有
す
る
債
権

と
同
列
に
扱
う
こ
と
が
困
難
で

あ
る
な
ど
の
事
情
に
よ
り
、
放

棄
せ
ざ
る
を
得
な
い
状
況
に
あ

っ
た
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
。

⑵

そ
の
法
人
は
代
表
者
等
の

求
償
権
放
棄
（
債
務
免
除
）
後

も
な
お
債
務
超
過
の
状
況
に
あ

る
こ
と
。

ま
た
、
そ
の
求
償
権
放
棄
の

後
に
お
い
て
売
上
高
の
増
加
、

債
務
額
の
減
少
等
が
あ
っ
た
場

合
で
も
こ
の
判
定
に
影
響
し
な

い
。

3
、
保
証
債
務
と
債
務
控
除（
相
法
13
）と
の
関
係

保
証
債
務
に
つ
い
て
は
、
原

則
と
し
て
債
務
控
除
の
対
象
に

は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
主
た

る
債
務
者
が
弁
済
不
能
の
状
態

に
あ
る
た
め
、
保
証
債
務
者
が

そ
の
債
務
を
履
行
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
場
合
で
、
か
つ
、
主

た
る
債
務
者
に
求
償
し
て
返
還

を
受
け
る
見
込
み
が
な
い
場
合

に
は
、
主
た
る
債
務
者
が
弁
済

不
能
の
部
分
の
金
額
は
、
当
該

保
証
債
務
者
の
債
務
と
し
て
控

除
で
き
る
。

例
え
ば
、
被
相
続
人
の
連
帯

保
証
債
務
を
相
続
人
が
相
続
し

た
後
、
相
続
人
が
自
己
の
不
動

産
を
譲
渡
し
て
そ
の
履
行
し
た

場
合
に
つ
い
て
も
、
当
該
保
証

債
務
は
、
相
続
開
始
時
点
で
主

た
る
債
務
者
が
弁
済
不
能
の
状

態
に
あ
れ
ば
、
被
相
続
人
の
債

務
と
し
て
相
続
税
の
計
算
上
債

務
控
除
で
き
る
。
ま
た
、
相
続

税
の
計
算
上
、
債
務
控
除
の
対

象
に
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
債
務

の
性
質
が
変
わ
る
も
の
で
は
な

い
た
め
、
相
続
人
の
保
証
債
務

履
行
の
た
め
の
不
動
産
の
譲
渡

に
つ
い
て
前
述
2
の
所
得
税
法

第
64
条
第
2
項
の
規
定
を
適
用

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

4
、
企
業
再
生
税
制
の
活
用

法
人
が
再
生
計
画
を
進
め
る

う
え
で
、
金
融
機
関
か
ら
の
債

務
免
除
を
受
け
た
場
合
の
債
務

免
除
益
に
対
す
る
課
税
の
軽
減

措
置
と
し
て
、
法
人
税
法
で
は

「
企
業
再
生
税
制
」
と
し
て
以

下
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い

る
。

⑴

資
産
の
評
価
損
の
損
金
算

入
制
度

⑵

期
限
切
れ
欠
損
金
の
優
先

的
損
金
算
入
制
度

い
ず
れ
の
制
度
も
そ
の
適
用

に
あ
た
っ
て
は
、
①
中
小
企
業

再
生
支
援
協
議
会
等
の
準
則
に

従
っ
て
再
生
計
画
が
策
定
さ
れ

て
い
る
こ
と
、
②
公
正
な
価
格

に
よ
る
資
産
評
定
に
基
づ
く
実

態
Ｂ
／
Ｓ
が
作
成
さ
れ
、
債
務

免
除
額
が
定
め
ら
れ
て
い
る
こ

と
、
さ
ら
に
は
③
2
以
上
の
金

融
機
関
も
し
く
は
政
府
系
金
融

機
関
等
が
債
務
免
除
を
す
る
こ

と
の
要
件
を
満
た
す
必
要
が
あ

る
。こ

れ
ら
の
制
度
に
つ
い
て
、

平
成
25
年
度
税
制
改
正
に
よ

り
、
資
産
の
評
価
損
の
損
金
算

入
に
つ
い
て
の
金
額
制
限
（
評

価
損
が
1
0
0
0
万
円
未
満
の

資
産
は
除
外
）
が
撤
廃
さ
れ

（
法
令
24
条
の
2
）、
さ
ら
に

債
権
放
棄
を
す
る
債
権
者
の
範

囲
に
金
融
庁
長
官
及
び
経
済
産

業
大
臣
が
指
名
す
る
事
業
再
生

フ
ァ
ン
ド
が
加
え
ら
れ
た
（
平

成
25
年
度
税
制
改
正
に
よ
り
創

設
・
措
法
67
条
の
5
の
2
）。

⑶

経
営
者
の
私
財
提
供
に
係

る
特
例

再
生
企
業
の
保
証
人
と
な
っ

て
い
る
経
営
者
が
自
ら
経
営
す

る
企
業
の
再
建
の
た
め
に
私
財

を
提
供
し
た
場
合
、
合
理
的
な

再
生
計
画
に
基
づ
き
な
さ
れ
た

事
業
用
資
産
の
私
財
提
供
に
つ

い
て
は
、
以
下
の
要
件
の
も

と
、
譲
渡
所
得
（
み
な
し
譲
渡

益
課
税
）
が
非
課
税
と
さ
れ
て

い
る
（
平
成
25
年
度
税
制
改
正

に
よ
り
創
設
・
措
法
40
条
の
3

の
2
）。

①
そ
の
個
人
が
再
生
法
人
の

債
務
に
係
る
保
証
債
務
の
一
部

を
履
行
し
て
い
る
こ
と
。

②
再
生
法
人
に
対
す
る
保
証

債
務
の
一
部
の
履
行
後
に
お
い

て
も
、
そ
の
個
人
が
再
生
法
人

の
保
証
債
務
を
有
し
て
い
る
こ

と
が
そ
の
再
生
計
画
に
お
い
て

見
込
ま
れ
て
い
る
こ
と
。

⑷

個
人
版
事
業
再
生
税
制
の

創
設ま

た
、
平
成
26
年
度
改
正
に

よ
り
、
以
下
の
内
容
を
盛
り
込

ん
だ
「
個
人
版
事
業
再
生
税

制
」
が
創
設
さ
れ
た
。

①
事
業
を
営
む
個
人
（
青
色

申
告
者
に
限
る
）
が
、
合
理
的

な
再
生
計
画
に
基
づ
き
債
務
免

除
を
受
け
た
場
合
に
つ
い
て
、

減
価
償
却
資
産
及
び
繰
延
資
産

等
の
評
価
損
を
必
要
経
費
に
算

入
す
る
（
措
法
28
条
の
2
の

2
）。②

個
人
が
破
産
法
の
免
責
許

可
の
決
定
、
再
生
計
画
認
可
の

決
定
そ
の
他
資
力
を
喪
失
し
て

債
務
の
弁
済
が
著
し
く
困
難
で

あ
る
と
認
め
ら
れ
る
事
由
に
よ

り
債
務
免
除
を
受
け
た
場
合
に

は
、
当
該
免
除
に
よ
り
受
け
る

経
済
的
利
益
の
額
に
つ
い
て

は
、
総
収
入
金
額
に
算
入
し
な

い
（
所
法
44
条
の
2
）。

お
わ
り
に

法
制
審
議
会
の
民
法
部
会
に

よ
り
審
議
さ
れ
て
い
た
民
法
改

正
案
（
債
権
法
）
が
、
平
成
27

年
3
月
4
日
の
閣
議
決
定
を
経

て
、
3
月
31
日
衆
議
院
に
提
出

さ
れ
た
。
閣
議
の
要
綱
案
の
中

で
保
証
人
保
護
の
方
策
に
つ
い

て
、
次
の
諸
点
が
盛
り
込
ま
れ

て
い
る
。

①
個
人
保
証
の
制
限
（
第
三

者
の
個
人
保
証
の
原
則
禁
止
）

②
主
た
る
債
務
者
の
保
証
債

務
契
約
締
結
時
に
お
け
る
説
明

義
務
、
情
報
提
供
義
務

③
債
権
者
の
保
証
人
に
対
す

る
主
た
る
債
権
者
の
債
務
履
行

状
況
に
関
す
る
情
報
提
供
義
務

今
後
、
民
法
改
正
の
動
向
と

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
適
用
事
例

（
平
成
26
年
12
月
時
点
の
掲
載

事
例
は
35
事
例
）
に
注
目
し
て

い
き
た
い
。

田中宏志［麹町］
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